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■はじめに
DMATとはDisaster Medical Assistance teamの略
で，大地震及び航空機・列車事故といった大規模災害時
に被災地に迅速に駆けつけ，救急治療を行うための専門
的な訓練を受けた「災害医療派遣チーム」のことであ
る１－５）。
阪神淡路大震災においては病院も被災し，ライフライ
ンの途絶，医療従事者の確保の困難などにより被災地内
で十分な医療も受けられずに死亡した多くのいわゆる
「避けられた災害死」が発生した。このことを教訓とし
て，今後発災が予測される東海大地震や首都圏直下型地
震への対応を考慮し国家政策として厚生労働省が主導と
なって平成１７年よりDMATのチーム育成と日本DMAT
の組織化が開始された。DMATは可及的速やかに被災
地に到着して，現場での緊急治療や病院支援を行いつ
つ，被災地で発生した多くの傷病者を被災地外に搬送で
することで，死亡や後遺症を減少させることが任務の目
的である６）。このような災害医療活動には，平時の外傷
への基本的な診療技能に加え，災害医療のマネージメン
トに関する知見と技能が必要であり，日本DMAT隊員
は所定の４日間の講習を修了して認証されている。研修
内容には災害医療に必要な知識の講義に加えて，実際の
無線通信の方法，災害現場での瓦礫の下の医療（図
１），広域患者搬送のための航空機同乗等の実技訓練
（図２）が含まれる。
富山大学附属病院においては平成１７年１０月に最初の
DMATが厚生労働省の認めた専門的な訓練を受け登録
されたことを皮切りに平成２１年度末現在で４チーム計１９
名が研修を修了し日本DMAT隊員として登録されてい
る。DMATメンバーは通常は医師，看護師，調整員か
らなる５名を一単位として活動し，現在富山大学附属病
院のは筆者を始め医師７名，看護師８名，調整員４名が
DMAT隊員として様々な方面で活動中である。本稿で
は富山大学附属病院DMAT（以下：富山大学DMAT）
誕生から今日までの５年間の活動を振り返ってまとめる
こととする。
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要 旨
富山大学附属病院では災害医療に貢献するべく医師，看護師，事務調整員からなる災害医療派遣チーム
（以下：富山大学DMAT）を編成している。平成１７年から日本DMAT隊員としての講習を修了した１９名
４チームが現在活動中である。富山大学DMATはこれまでに県内外の災害訓練に参加するとともに，
能登半島地震，新潟県中越沖地震では被災地域内の災害拠点病院支援活動に従事してきた。日本DMAT
発足後５年間の富山大学DMATの活動を総括する。
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図１ DMAT研修 瓦礫の下の医療
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■災害訓練派遣
DMATの養成と時を同じくして，富山大学附属病院
は平成１８年に基幹災害拠点病院としての指定を受け，富
山県内において指導的な立場で災害対応や訓練・教育を
行うことが求められるようになった。そこで平成１８年か
らは毎秋に県内各地で開催される富山県総合防災訓練の
際には，富山大学からDMATを派遣することで県内の
医療機関，行政機関や一般市民に対してDMATの啓
蒙・広報活動を行っている。これまでに南砺市，砺波
市，射水市，黒部市での災害訓練において災害現場での
トリアージ（図３），ヘリコプターを利用しての孤立集
落支援（図４），トンネル火災時の瓦礫の下の医療（図
５）などを行った。
県内での災害訓練時の活動以外にも日本DMATとし
ての他施設のDMATと連携しての訓練にも参加してい
る。平成２０年に南海地震を想定した政府防災訓練におい
て関西国際空港で被災地から被災地域外への広域患者搬
送のためのSCU（Staging Care Unit：被災者の応急処
置を行い，搬送に耐えられる状態になるよう治療を施し
たうえで搬送順位を決定するための臨時医療施設）を立
ち上げて活動するための訓練に参加した。平成２１年９月
には政府防災訓練として首都圏直下型地震を想定した訓
練が開催された。この際には富山大学DMATは富山空
港から自衛隊機を利用して海上自衛隊厚木基地に赴き
（図６），SCUを立ち上げて（図７），応急処置を受けた
患者の中から優先度を判定，再度空路にて富山空港まで
搬送し災害拠点病院である当大学附属病院へ収容した。
このようにもともとの日本DMAT発足のきっかけと
なった想定は首都圏直下型地震や東海地震等で大量に被
災者が発生した場合への対応ではあるが，これまで実際
にDMATが出動してきた事案は地方での災害への派遣
である。富山県が被災地となった場合を想定すると，日
本全国からDMATが富山県へ救援に駆けつけることな
り，受け入れ態勢の確認・整備がなされていなければ混
乱は必至である。そこで平成２２年３月の中部ブロック
DMAT実動訓練では，富山県西部において震度６強の
地震があったという想定で，中部地区のDMATが厚生
連高岡病院をDMAT活動本部とし，そこに参集し災害
診療における各病院の統括および診療の援助を行う訓練
図３ 平成２１年富山県防災訓練 災害現場でのトリアージ
図２ DMAT研修 自衛隊飛行機搭乗訓練
図４ 平成１９年富山県防災訓練 防災ヘリコプターによる現
場派遣
図５ 中部ブロック消防緊急援助隊合同訓練
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が開催された。富山大学DMATは筆者が災害時におい
ては，DMATの運用の指導的役割を果たし責任者とな
る統括DMAT登録者であるため，対策本部で統括
DMAT隊として全国のDMATを受け入れる立場として
統括し指揮をとった（図８）。
■災害派遣事例
・平成１９年３月２５日能登半島地震
実際の最初の富山大学DMATの災害派遣事例は平成
１９年の能登半島地震である。平成１９年３月２５日午前９時
４２分に能登半島沖でM６．９の地震が発災。富山県内でも
震度５弱が観測されDMAT隊員は直ちに病院へ参集し
た。隣接県での災害であり厚生労働省からのDMAT派
遣要請に先立ち自主派遣として出動することを決定し，
富山県の消防緊急援助隊とともに能登総合病院へ病院支
援のために出動した（図９）。幸いにも本地震では人的
被害は軽微であり，能登総合病院でも病院機能はほぼ保
たれていた（図１０）。この能登半島地震の派遣経験によ
り発災後の自主的な判断による迅速な出動の重要性が認
識され，以後のDMAT活動の指針とすることができた。
・平成１９年７月１６日新潟県中越沖地震
同年７月の新潟県中越沖地震は日本DMATが組織的
に活動した日本最初の災害事例である。１０時１３分に新潟
県中越沖を震源とするM６．８の地震が発生，最大震度６
強を観測した。１０時３３分にはDMAT待機要請があり，
富山大学DMATは１１時５０分に現地へ向けて出発した。
図６ 平成２１年政府総合防災訓練 富山空港から自衛隊機で
の派遣
図７ 平成２１年政府総合防災訓練 厚木基地内SCUでの活
動
図９ 平成１９年能登半島地震 消防緊急援助隊と出動
図１０ 平成１９年能登半島地震 公立能登総合病院での病院支
援図８ 平成２１年中部ブロックDMAT実動訓練 統括DMAT
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被災地域内の災害拠点病院である厚生連刈羽郡総合病院
がDMAT参集場所として指定され１７時５０分に到着した
（図１１）。この震災時では４０施設から計４３隊のDMATが
全国から参集し支援活動を行った。当院DMATは新潟
県外のDMATとしては最初に出動したが緊急指定車両
を持たないために交通規制・渋滞の影響を受けて到着が
遅くなるという問題が生じた。現地では救急外来での診
療活動を支援し，患者来院がほぼ終息した１９時の参集
DMAT責任者会議にて病院支援業務は落ち着いたこと
を確認しDMAT数隊を残して被災地域外で待機するこ
ととなった。その後新潟県災害対策本部と大学DMAT
支援本部との協議の指示に従い，近隣の商店街の建物損
傷が激しかった（図１２）柏崎病院へ支援の必要性を確認
するため赴き，病院自体の損傷なく人的支援の必要はな
いことを確認し携行資機材の中でガーゼ等の物品と水を
供出し帰途に就いた。
・平成２０年２月２４日富山県高波被害
富山県内での災害現場活動としては，平成２０年の寄り
回り波による入善の高波災害に対してDMATを自主派
遣して現地で活動を行った（図１３）。現地到着後に入善
町災害対策本部，避難所を訪問し被害状況を確認したが
建物被害は大きかったものの幸いにも負傷者は限られて
おりDMATによる医療支援の必要はなかった（図１４）。
■考 察
平成２１年度末で全国７００隊近くのDMATが誕生した。
富山大学においても関係各部署の協力・尽力を得て計２０
名が研修を修了して４隊のチームを編成することができ
た。ここまでの人材養成は順調に進んできたが，今後も
隊員の移動や離職も考慮にいれて人材養成を進めていく
必要があると考えられる。DMATの活動に必要な資機
材に関しても各種医療機器は整備され必要数が確保され
ていることは非常に喜ばしいことである。DMATに基
本的な要件として，被災地域に負担をかけないために自
立して活動できる体制を確立しておくことが求められ
る。このためチームの足となる交通手段・車両の確保は
必須である。これまでの富山大学DMAT災害では派遣
の際に病院公用車（普通乗用車）を利用してきた，これ
までの災害事例では富山大学DMATは非常に速やかに
準備を終えて，現地へ向けての出動を開始できている。
図１３ 平成２０年 入善高波災害の被害家屋
図１１ 平成１９年新潟県中越沖地震 刈羽郡総合病院での病院
支援活動
図１４ 平成２０年 入善高波災害の救護所訪問
図１２ 平成１９年新潟県中越沖地震 商店街倒壊現場
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しかしながら使用車両が緊急自動車指定を受けていない
ために災害時の交通規制により迅速な移動が困難である
という問題が生じている。また災害現場での運用に際し
ても通常の乗用車両であるために現地で患者搬送などの
業務を担うことができないことも問題点としてあげられ
る７）。今後は富山大学においても他施設と同様な救急車
両の導入が望まれる（図１５）。
災害は日常的に経験するものではなく，災害医療に関
しては定期的な訓練・学習により知識と技能を維持して
いく必要がある。今後は中部地区のDMATで年２回の
訓練が企画されており，各隊員は継続的に訓練に参加す
ることで技能の維持・向上に努めていく必要がある。ま
た平成２２年度より富山県DMATとして県内でのDMAT
活動も展開されていく予定である。機関災害拠点病院で
ある富山大学のDMATには指導的な立場として県内の
他DMATと連携して活動することとともに，それらの
チームへ教育・研修の機会を提供していくことが求めら
れる。
基幹災害拠点病院である富山大学附属病院は，実際に
富山が被災した場合には中心となって医療活動を行わな
ければならない。また他県からのDMATが援助に来た
場合に受け入れ調整を行う責任がある。このような
DMAT受け入れに対応した防災対策マニュアルの見直
しが必要であろう。また実際の災害時の対応はDMAT
のみで完結するわけもなく職員全員が団結して臨む必要
がある。そこで教育のための附属病院全職員参加による
災害訓練の定期的な開催が必要と考える。
■結 語
DMAT誕生からの５年間で富山大学DMATは災害医
療に関して一定の成果を上げることができた，これは各
隊員の努力のみならず富山大学・附属病院を挙げての支
援体制があってこそのものであり関係各方面には深く感
謝申し上げる。今後は富山大学附属病院内も含めて富山
県における災害医療の啓蒙と危機管理体制の構築に取り
組んでいきたい。
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図１５ 政府総合防災訓練 富山空港に参集した富山県内
DMATの車両
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